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国総研では、国の住宅・社会資本分野の研究機関として、行政目的で収集された膨大な現場データ等を、
研究で利用するため、客観性・正確性・信頼性を確保しつつ、収集のための研究開発、データ収集、収集し
たデータの再整理及び蓄積・管理を行っている。蓄積したデータは、行政課題解決のための研究及び現場の
支援のために活用するとともに、一部データについては、公開を行うとともに、民間企業等の技術利用促進
や技術開発誘発の目的で、オープンデータ化を目指し検討を行っている。

 １．国総研で取り扱うデータとその特徴

 データの収集・分析、社会への還元
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 ２．国総研におけるデータ利用

　国総研では、行政目的で収集したデータや外部機関のデータを収集し再整理して研究で利用している。

(1) 省エネ基準届出データに基づく建築物の省エネ性能等の実態把握
　建築物省エネ法に基づく手続き等の情報を収集して分析し、新築または増改築された非住宅建築物の省エ
ネ性能等の調査結果を 2020 年 3 月と 2021 年 1 月に公表。用途、規模、地域別に省エネ性能のほか設計仕様（断
熱性能や空調機器等の効率等）が整理され、国や地方公共団体における省エネ施策の立案や、設計実務にお
ける仕様検討のための基礎資料として活用できる。

(2)AIS 等の港湾・海上輸送データ
　AIS データ（NILIM-AIS、人工衛星データ）を用いた港湾や北極海航路などの船の航行状況の分析のほか、
船舶諸元のロイズデータ、北米貨物流動の PIERS データ、港湾の SAR（レーダー）衛星データなどを収集
し分析をしている。

(3)XRAIN
　長年のレーダ雨量計による広域観測で得られた知見と、近年の最新型レーダ雨量計による高精度観測の研
究で培った技術をもとに、国総研が開発した「C バンド MP レーダ雨量計の雨量算定アルゴリズム」及び 「X
バンド MP レーダ雨量との合成技術」により観測品質と安定性が向上し、2016 年 7 月から XRAIN 配信エリ
アの拡大が実現した。

件
数

BEIm
図　省エネ性能評価結果 (BEIm) の分布

（6 地域、モデル建物法）
表－１　外壁及び窓の熱貫流率

（事務所、2 地域と 6 地域のみ抜粋）
表－２　冷房用熱源機器の容量と効率

（事務所、全機種平均と上位 3 機種のみ抜粋）

図－２　ＣバンドＭＰレーダ雨量計に適した
雨量算定アルゴリズムを使った観測例
（250m メッシュ、1 分間隔観測）

図－１　ＣバンドＭＰレーダ雨量とＸバンドＭＰレーダ雨量の
合成技術イメージ
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国総研では収集した情報をビッグデータとして組み合わせ活用し、インフラの状態のモニタリングや改善
策を導出する研究を行い、地方整備局や地方公共団体へのデータ提供や業務支援を行っている。

(1) 下水道管きょ劣化データベース
地方公共団体における下水道管きょのストックマネジメントの実施を支援するため、下水道管きょ健全率

予測式 2017 と劣化データベース VER.2 を 2017 年 6 月に公開した。
下水道管きょ健全率予測式は、地方公共団体の下水

道管きょの TV カメラ調査結果を基に、劣化を有する
管きょ割合の経年変化を表した式であり、管路施設全
体の劣化状態の進行状況を表す。劣化データベースは、
健全率予測式作成に使用した TV カメラ調査データを
収集し、管種・経過年数・腐食やたるみ等の劣化判定
結果などを整理したもので、地方公共団体における既
設管路の維持管理計画の策定や改築事業量予測を行う
際の補完データとして利用したり、管材や補修技術の
新規開発に向けた研究用基礎資料として活用できる。

(2) うちあげ高予測システム
うちあげ高予測システムは、気象庁によ

る各海岸の潮位予測値と波浪予測値を外
力の入力データとして、うちあげ高の予測
を行い、堤防天端高と比較表示すことで越
波がいつ頃激しくなるのか判断できるよ
うになり、海岸管理者への情報提供によ
り、海岸における高波災害対策の強化を図
ることができる。

 ３．地方整備局・地方公共団体へのデータ提供及び業務支援

図－２　下水道管きょ健全率予測式 2017

図－１　下水道管きょ劣化データベース活用イメージ
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国総研では、収集した情報を民間や大学で利用してもらうため、オープン化に向けた検討を行っている。
また定期的、継続的に行っていた調査等の結果について、利用者が利用し易いようにデータを変換して情報
提供を行っている。

(1) 河川環境データベース（河川水辺の国勢調査）公開
河川を環境という観点からとらえた定期的、継続的、統一的な河川に関する基礎情報である「河川水辺の

国勢調査」の結果について、利用者が利用しやすいようなデータフォーマットに変換して Web サイトにて
情報提供を行っている。

(2)ETC2.0 プローブデータ情報の民間活用に向けた検討
道路管理者が道路交通に関する課題の把握や施策の検討に利用してきた「ETC2.0 プローブ情報」の民間

活用に向け、民間に提供するデータ形式やプライバシー保護の方法などについて検討している。

国土交通省では、社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデータとデジタル技術を
活用して、社会資本や公共サービスを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や国土
交通省の文化・風土や働き方を変革し、インフラへの国民理解を促進するとともに、安全・安心で豊かな生
活を実現するためのインフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（DX）を推進している。

国総研においても、インフラや建築物の BIM/CIM モデル等の３次元データの保管環境、利活用環境（DX
データセンター）の構築のための研究や国・地方公共団体・民間等のインフラ分野のデータを集約しデータ
を連携するインフラデータプラットフォーム構築のための研究に取り組んでいる。

今後もインフラ分野におけるデータの収集、分析や利活用のための技術開発をすすめ、研究や現場への導
入をすすめるとともに、情報・データを公開し、大学、民間における技術開発の誘発等に貢献していくこと
が期待される。

 ４．大学・民間等へのデータ提供

 ５．今後の展望

ダウンロードしたデータ
を利用することで、

GIS で容易に分析図等
の作成が可能


